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   甲斐市ひとり親家庭医療費助成金支給条例施行規則 

平成18年3月31日 

規則第7号 

改正 平成19年10月1日規則第17号  

平成20年3月27日規則第7号  

平成24年6月30日規則第16号  

平成24年6月30日規則第17号  

平成25年6月29日規則第11号  

平成25年12月17日規則第16号 

平成27年12月28日規則第26号 

平成28年3月11日規則第5号  

 甲斐市ひとり親家庭等医療費助成金支給条例施行規則（平成16年甲斐市規則第

62号）の全部を改正する。 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、甲斐市ひとり親家庭医療費助成金支給条例（平成18年甲斐

市条例第7号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるもの

とする。 

 （用語） 

第１条の２ この規則において使用する用語は、条例において使用する用語の例

による。 

 （条例第3条第1項ただし書の規則で定める特別の事情） 

第１条の３ 条例第3条第1項ただし書の規則で定める特別の事情は、次に掲げる

事情とする。 

(1) 身体又は生命に危険が生じるおそれがあること。 

(2) その他市長がやむを得ないと認める事情 

 （受給者証の交付申請） 

第２条 条例第6条の規定による申請は、甲斐市ひとり親家庭医療費助成金受給

資格者証交付（更新）申請書（様式第1号）に次に掲げる書類を添えて行わな

ければならない。ただし、市長は、当該書類により証明すべき事実を公簿等で

確認することができるときは、その添付を省略することができる。 

(1) 医療保険各法による被保険者、組合員、加入者又は被扶養者であること

を証する書類 

(2) 戸籍の謄本又は抄本 

(3) 世帯の全員の住民票の写し 

(4) ひとり親等の所得の状況を証する書類 
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(5) ひとり親等の配偶者又は扶養義務者の所得の状況を証する書類 

(6) その他市長が必要と認める書類 

２ 前項の規定にかかわらず、児童扶養手当法（昭和36年法律第238号）による

児童扶養手当の支給を受けている者が、児童扶養手当証書を提示したときは、

前項第2号、第3号及び第5号の書類を省略することができる。 

３ 市長は、条例第6条の規定により申請があった場合において、受給資格があ

ると認定したときは、甲斐市ひとり親家庭医療費助成金受給資格者証（様式第

2号。以下「受給者証」という。）を交付し、受給資格がないと認めたときは、

甲斐市ひとり親家庭医療費助成金受給資格者証交付（更新）申請却下通知書（様

式第3号）により通知する。 

 （受給者証の有効期間） 

第３条 受給者証の有効期間は、申請日（更新の場合にあっては毎年9月1日）か

ら、当該日以後の最初の8月31日又は受給資格喪失日のいずれか早い日までと

する。 

２ 次の各号のいずれかに該当するときは、当該各号に定める日を申請日とみな

す。 

(1) 対象者となった日の翌日から起算して15日以内に第1項の規定による申

請をしたときは、対象者となった日 

(2) 災害その他やむを得ない理由により第1項の規定による申請をすること

ができなかった場合において、やむを得ない理由がやんだ日の翌日から起算

して15日以内に当該申請をしたときは、やむを得ない理由により当該申請を

することができなくなった日 

 （受給者証の更新） 

第４条 受給者は、受給者証の有効期間満了後も引き続き医療費の助成を受けよ

うとするときは、毎年8月1日から8月31日の間に受給者証の更新を市長に申請

しなければならない。 

２ 前項の申請は第2条を準用する。 

 （受給者証の再交付申請） 

第５条 受給者は、条例第6条の規定により受給者証の再交付を受ける場合は、

甲斐市ひとり親家庭医療費助成金受給資格者証再交付申請書（様式第4号）に

当該受給者証を添付して、市長に提出するものとする。 

２ 受給者は、前項の規定により受給者証の再交付を受けた後、亡失した受給者

証を発見したときは、直ちに市長に返還しなければならない。 

 （委託） 

第５条の２ 条例第8条第1項の規定による保険医療機関等への支払に関する費
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用の審査及び支払に関する事務は、山梨県国民健康保険団体連合会及び山梨県

社会保険診療報酬支払基金に委託して行うものとする。 

 （条例第8条第3項の規則で定める場合） 

第５条の３ 条例第8条第3項の規則で定める場合は、次に掲げる場合とする。 

(1) 受給者が、山梨県内の保険医療機関等で療養の給付又は訪問看護療養費

若しくは家族訪問看護療養費の支給を受けた場合で、当該保険医療機関等の

窓口で受給者証を提示しないとき。 

(2) 山梨県外の保険医療機関等で療養等を受けた場合 

(3) 医療保険各法に規定する入院時食事療養費、入院時生活療養費、保険外

併用療養費、療養費、家族療養費又は特別療養費の支給の対象となる療養等

を受けた場合 

(4) 国民健康保険法（昭和33年法律第192号）に規定する被保険者資格証明書

により療養等を受けた場合 

(5) 母子保健法（昭和40年法律第141号）に基づく養育医療の給付の対象とな

る療養等を受け、かつ、同法第21条の4第1項の規定により扶養義務者が費用

を徴収されることとなる場合 

(6) 山梨県内に事務所を有しない国民健康保険組合のうち次に掲げるもの以

外のもの又は山梨県外の市町村が行う国民健康保険の被保険者が療養等を

受けた場合 

ア 全国歯科医師国民健康保険組合 

イ 全国土木建築国民健康保険組合 

ウ 中央建設国民健康保険組合 

(7) 前各号に掲げる場合のほか、市長において必要があると認める場合 

 （助成の請求等） 

第６条 条例第8条第3項の請求は、甲斐市ひとり親家庭医療費助成金請求書（様

式第5号）により行わなければならない。 

２ 市長は、前項に規定する請求があった場合において、必要があると認めると

きは、受給者に対し関係書類の提出を求めることができる。 

３ 前2項の規定にかかわらず、前条第5号に規定する場合にあっては、山梨県か

ら本市に納入通知書が送付されることにより受給者から第1項の規定による請

求があったものとみなし、市が当該納入通知書により山梨県に支払を行うこと

により受給者に対し助成金の支給があったものとみなす。 

 （届出） 

第７条 条例第10条の規定による変更の届出は、甲斐市ひとり親家庭医療費助成

金受給資格等変更届（様式第6号）に受給者証を添えて行わなければならない。 



4/20 

２ 条例第10条の規定による受給資格喪失の届出は、甲斐市ひとり親家庭医療費

助成金受給資格喪失届（様式第7号）に受給者証を添えて行わなければならな

い。 

３ 条例第10条の規定による助成金の支給理由が第三者の行為によって生じた

ものであるときの届出は、甲斐市第三者行為による被害状況届（様式第8号）

により行わなければならない。 

 （受給資格喪失の通知） 

第８条 市長は、受給者の家庭に属する対象者全員について受給資格の喪失を認

めたときは、甲斐市ひとり親家庭医療費助成金受給資格喪失通知書（様式第9

号）により受給者に通知する。 

 （受給者証の返還） 

第９条 受給者は、受給資格を喪失したとき、又は新たな受給者証の交付を受け

たときは、速やかに受給者証を市長に返還しなければならない。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、平成18年4月1日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規則による改正後の甲斐市ひとり親家庭医療費助成金支給条例施行規

則の規定は、施行の日以後の受給資格の認定申請から適用し、同日前の受給資

格の交付の申請については、なお従前の例による。 

３ この規則による改正前の甲斐市ひとり親家庭等医療費助成金支給条例施行

規則の規定により交付してある受給者証は、当該受給者証の有効期限が満了す

るまでは、この規則による改正後の相当規定により交付したものとみなす。 

   附 則（平成19年10月1日規則第17号）抄 

 （施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

 （様式に関する経過措置） 

３ この規則の施行の際現にある第2条の規定による改正前の政治倫理の確立の

ための甲斐市長の資産等の公開に関する規則、第3条の規定による改正前の甲

斐市情報公開条例施行規則、第5条の規定による改正前の甲斐市市民カードの

交付等に関する規則、第6条の規定による改正前の甲斐市印鑑条例施行規則及

び第10条の規定による改正前の甲斐市ひとり親家庭医療費助成金支給条例施

行規則による様式（次項において「旧様式」という。）により使用されている

書類は、それぞれこの規則による改正後の様式によるものとみなす。 



5/20 

４ この規則の施行の際現にある旧様式による用紙については、当分の間、これ

を取り繕って使用することができる。 

   附 則（平成20年3月27日規則第7号） 

 （施行期日） 

１ この規則は、平成20年4月1日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規則の施行の際現にあるこの規則による改正前の様式（様式第2号を除

く。次項において「旧様式」という。）により使用されている書類は、この規

則による改正後の様式によるものとみなす。 

３ この規則の施行の際現にある旧様式による用紙については、当分の間、これ

を取り繕って使用することができる。 

   附 則（平成24年6月30日規則第16号） 

 （施行期日） 

１ この規則は、平成24年7月9日から施行する。 

 （様式に関する経過措置） 

２ この規則の施行の際現にある第3条の規定による改正前の甲斐市個人情報保

護条例施行規則、第6条の規定による改正前の甲斐市ひとり親家庭医療費助成

金支給条例施行規則及び第8条の規定による改正前の甲斐市下水道排水設備指

定工事店規則による様式（次項において「旧様式」という。）により使用され

ている書類は、それぞれこの規則による改正後の様式によるものとみなす。 

３ この規則の施行の際現にある旧様式による用紙については、当分の間、これ

を取り繕って使用することができる。 

   附 則（平成24年6月30日規則第17号） 

 この規則は、平成24年9月1日から施行する。 

   附 則（平成25年6月29日規則第11号） 

 この規則は、公布の日から施行する。 

   附 則（平成25年12月17日規則第16号） 

 （施行期日） 

１ この規則は、平成26年1月3日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規則の施行の際現にある改正前の規則の様式の規定による書類は、改正

後の規則の様式の規定による書類とみなす。 

   附 則（平成27年12月28日規則第26号）抄 

 （施行期日） 

第１条 この規則は、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用
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等に関する法律（平成25年法律第27号）附則第1条第4号に掲げる規定の施行の

日（平成28年1月1日）から施行する。 

（甲斐市ひとり親家庭医療費助成金支給条例施行規則の一部改正に伴う経過

措置） 

第７条 この規則の施行の際、第8条の規定による改正前の甲斐市ひとり親家庭

医療費助成金支給条例施行規則の様式による用紙で、現に残存するものは、当

分の間、所要の修正を加え、なお使用することができる。 

   附 則（平成28年3月11日規則第5号） 

 （施行期日） 

１ この規則は、平成28年4月1日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 行政庁の処分その他の行為又は不作為についての不服申立てに関する手続

であってこの規則の施行前にされた行政庁の処分その他の行為又はこの規則

の施行前にされた申請に係る行政庁の不作為に係るものについては、なお従前

の例による。 

３ この規則の施行の際、第1条の規定による改正前の甲斐市情報公開条例施行

規則、第2条の規定による改正前の甲斐市個人情報保護条例施行規則、第4条の

規定による改正前の甲斐市財務規則、第5条の規定による改正前の甲斐市中国

残留邦人等に対する支援給付事務取扱細則、第6条の規定による改正前の甲斐

市児童福祉法施行細則、第7条の規定による改正前の甲斐市助産施設及び母子

生活支援施設入所措置規則、第8条の規定による改正前の甲斐市ひとり親家庭

医療費助成金支給条例施行規則、第9条の規定による改正前の甲斐市保育所保

育実施条例施行規則、第10条の規定による改正前の甲斐市保育の必要性の認定

に関する基準を定める条例施行規則、第11条の規定による改正前の甲斐市児童

手当事務取扱規則、第12条の規定による改正前の甲斐市子ども手当事務処理規

則、第13条の規定による改正前の甲斐市障害児福祉手当及び特別障害者手当等

事務取扱規則、第14条の規定による改正前の甲斐市老人福祉法施行細則、第15

条の規定による改正前の甲斐市老人福祉法に基づく費用の徴収に関する規則、

第16条の規定による改正前の甲斐市老人医療事務取扱細則、第17条の規定によ

る改正前の甲斐市後期高齢者医療に関する条例施行規則、第18条の規定による

改正前の甲斐市身体障害者福祉法施行細則、第19条の規定による改正前の甲斐

市障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行細則、第

20条の規定による改正前の甲斐市基準該当障害福祉サービス事業者の登録等

に関する規則、第21条の規定による改正前の甲斐市身体障害者更生援護施設入

所者の措置に要する費用徴収に関する規則、第22条の規定による改正前の甲斐
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市まちをきれいにする条例施行規則、第24条の規定による改正前の甲斐市土砂

等による土地の埋立て等の規制に関する条例施行規則、第25条の規定による改

正前の甲斐市景観条例施行規則、第26条の規定による改正前の甲斐市都市計画

下水道事業受益者負担金に関する条例施行規則及び第27条の規定による改正

前の甲斐市公共下水道区域外流入分担金の徴収に関する条例施行規則に規定

する様式による用紙で、現に残存するものは、当分の間、所要の修正を加え、

なお使用することができる。 
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